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要旨 

沸騰冷却は相変化を伴わない冷却方法と比して，その熱伝達率は高く，産業上において

幅広く用いられているが，近年の電子素子の高集積化に伴う発熱密度の増大，大電力を消

費する電子素子の冷却，原子炉事故時の緊急冷却など，高発熱密度の熱源を冷却可能な除

熱技術が将来的に必要となる．特に，福島第一原子力発電所の事故を契機として，大伝熱

面，かつ 4 MW/m2 級の高熱流束の除熱が可能となる冷却手法の開発することの必要性が

高まっている．沸騰冷却の除熱限界値は，一般に，限界熱流束（以下，qCHF）と呼ばれ，こ

の限界を超えて熱負荷を増やすと，伝熱面上に蒸気膜が形成され，その蒸気膜が熱抵抗と

なり，伝熱を阻害する．その結果，壁温は急上昇し，熱機器は破損する．水の qCHFは，大

気圧，飽和状態では，約 1 MW/m2であるため，目標の 4 MW/m2に遠く及ばない．したがっ

て，4 MW/m2の除熱熱流束を達成させるためには，水の qCHFを向上する必要がある．この

ような背景の下，著者らはこれまでに，ミクロンオーダーの細孔をもつ多孔質部とミリメ

ートルオーダーの蒸気排出孔部からなるハニカム多孔質体（以下，HPP）を伝熱面上に装着

するという安価かつ簡易な手法を用いて，飽和プール沸騰の qCHFを 2 MW/m2以上に向上

することを実験的に示した．本論文では，HPP装着時の qCHF向上メカニズムを把握し，さ

らなる qCHFを向上することを目的として，実験的に検討を行った．HPP装着時の qCHF向上

に寄与する主な液供給効果である（1）毛管力による伝熱面上への液供給と（2）蒸気排出

孔に直接流入する液供給に着目し，各液供給機構が qCHFに与える影響について把握するこ

とを目的とし，各素過程を分離した要素実験を行った．その結果，毛管力による液供給効

果の抽出実験結果は提案する一次元モデルとよく一致し，高熱流束域（3.5 MW/m2 以上）

では，毛管力による液供給効果が支配的であることを明らかにした．一方，約 2.5 MW/m2

までの熱負荷では，毛管力による液供給効果に加えて，蒸気排出孔に直接流入する液供給

効果が限界熱流束向上に寄与することが実験的に示された．また，電気抵抗法による簡易

的な実験から，限界熱流束近傍まで，多孔質体内部は水で満たされ，限界の発生とともに，

急激な乾燥が生じ，伝熱面温度が急上昇することを明らかにした．さらに，提案するモデ
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ルから，HPP をサブミリメートルオーダーの構造体高さにすることでさらなる限界熱流束

が向上することが示唆された．そこで，さらなる限界熱流束の向上が期待されるメンブレ

ンフィルター（膜厚 150 m）を用いて実験を行った．その結果，沸騰様相の詳細な観察か

ら，構造体高さが 100 m程度の薄い多孔質体の場合，多孔質体上部に形成される合体大気

泡の影響を受け，大気泡の滞留中に多孔質体内の液枯れが生じ，モデルより低い値で限界

熱流束に達することを明らかにした．さらに，構造体高さが 100 m程度の薄い多孔質体を

装着する場合でも，その上に液保持用の多孔質体を設置することで，合体泡滞留中に，多

孔質体内の液が消耗し尽くすのを防ぐことができ，結果として，限界熱流束が向上するこ

とを明らかにした．これらの結果により，限界熱流束を向上させる上で，毛管力による液

供給効果だけでなく，合体大気泡に多孔質体内部の液枯れ現象を想定することが重要であ

り，また，毛管力による液供給部と液保持部からなる細孔構造の異なる二層構造 HPPが限

界熱流束向上に有効であることが示唆された． 
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第1章  序論 

1.1 背景 

 沸騰冷却は相変化を伴わない冷却方法と比して，その熱伝達率は高く，産業上において

も幅広く用いられているが，近年の電子素子の高集積化に伴う発熱密度の増大，大電力を

消費する電子素子の冷却，原子炉事故時の緊急冷却など，要求される除熱流束は増大し，

将来的には 10 MW/m2級の超高熱流束除熱を実現する冷却技術が必要となることが想定さ

れている．特に，福島第一原子力発電所の事故を契機として，過酷事故回避技術の高度化

が求められている．以上の背景下，原子炉事故時の緊急冷却手法として，新規に In Vessel 

Retention（以下，IVR）が提案されている．Fig. 1-1に示すように，IVRは，原子炉事故時

に，原子炉容器底部を冠水させ，原子炉容器底部に堆積した炉心溶融物を容器外部から沸

騰冷却することで，溶融物が容器外部へとメルトスルーを防ぐための過酷事故回避技術で

ある．このシステムを成立させるためには 4 MW/m2の高熱流束除熱技術の開発が必須であ

る．しかし，水の沸騰冷却限界は大気圧下，飽和状態において，1 MW/m2と目標値の 4 MW/m2

に遠く及ばない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 1-1 IVR（In Vessel Retention）の概略図. 



10 
 

 

一般に，沸騰冷却の限界値は限界熱流束（Critical Heat Flux，以下，qCHF）と呼ばれ，こ

の限界値を超えて熱負荷を増やすと，伝熱面温度が急上昇し，熱機器は故障する．これは，

高熱流束下において伝熱面上で発生した合体気泡により伝熱面への液供給が阻害され，伝

熱面上に蒸気膜が形成されることで，冷却性能が著しく低下する結果生じる．一方，W. R. 

Gambill and J. H.[1]は，気液界面での気体分子運動論に基づく限界熱流束の理論的な最高値

を以下の式より算出した． 

 

 




2max,
RThq fggCHF   (1-1)   

 

ここで，qCHF,max：限界熱流束の理論最高値，g：気体の密度，hfg：蒸発潜熱，R：気体定数，

T：飽和温度を示す． 

式(1-1)より，大気圧下，飽和状態での水の qCHFの最高値は理論的には 223 MW/m2と求め

られる．しかし，現実には伝熱面から発生する激しい蒸気流により、伝熱面上への液供給

が阻害されるために，大気圧下，水の qCHFは飽和プール沸騰では約 1 MW/m2に留まってい

る．したがって，qCHF近傍においても積極的に液供給をすることができれば，理論的には，

qCHF の大幅な向上が期待できると考えられる．そのため，強制流動沸騰や衝突噴流沸騰の

ように，強制的に伝熱面上に液体を供給する手法では，流速・サブクール度を大きくする

ことで，大気圧下，飽和状態での水の qCHFの理論最高値（223 MW/m2）に近い値を得るこ

とも可能である．しかしながら，強制流動沸騰や衝突噴流沸騰は，動力を必要としない飽

和プール沸騰のようなパッシブな手法に比べて，圧力損失・コスト等が非常に大きいとい

う問題点がある．また，福島原発事故のように電源損失時には，冷却手法として機能でき

ないため，安全性・コストの面から，水の飽和プール沸騰 qCHFを向上させることは重要で

ある．以上から，IVRを成立するためには，水の qCHFを飛躍的に向上させる手法を開発す



11 
 

ることが必要不可欠である．さらに，実規模レベルに対応するためには，（1）伝熱面の大

きさの影響，（2）伝熱面の姿勢の影響，（3）自然循環流による流れ場の影響（入口クオリ

ティ及び質量流束の影響等）（4）水質の影響，（5）HPP の施工方法等についても十分検討

し，qCHFを向上する必要がある． 

 

1.2 限界熱流束向上手法に関する他者の研究 

電子素子の冷却においては，一般的に FC-72 等の絶縁性流体による浸漬沸騰冷却が用い

られ，その発熱面上にマイクロピンフィンやマイクロリエラントキャビティなどの微細孔

加工を施す[2], [3]と，伝熱面積拡大効果により，熱伝達と qCHFが向上される． 

一様な多孔質層を伝熱面上に形成する[4]–[9]と，qCHFが向上する．これは，多孔質層のも

つ毛管力によって伝熱面上へ液が供給される効果により qCHFが向上するためである．この

毛管力による液供給の効果をより有効に利用するには，伝熱面上で発生した蒸気を排出す

るための孔を設置することが重要となることが知られている[10]．また，Wu et al.[11]は，

一定のピッチで蒸気排出流路を有する金属多孔質体を伝熱面上に設置した場合の多孔質体

の幾何寸法が qCHF向上に与える影響について実験的に検討しているが，伝熱面積拡大効果

以上の qCHF促進率は得られていない． 

Lienhard et al.[12]は，流体力学的不安定現象に着目し，qCHFの向上を試みている．具体的

には，金属製の格子状構造体を伝熱面上に設置して，伝熱面上から発生する蒸気柱の数 Nj

を制御することにより，有機液の qCHFを裸面の場合と比して，最大 2.36倍まで向上してい

る．なお，Lienhard et al.[12]によれば，蒸気柱の直径はテイラー不安定最危険波長dの半分

の長さに相当し，格子状構造体の各セル内に蒸気柱が一つのみ存在する程度までセルサイ

ズを小さくする場合に，qCHF 促進率が特に大きくなることが報告されている格子状構造体

により蒸気柱を制御した際の qCHF予測式は，以下の式(1-2)に示す通りである[12]．式(1-2)

により算出される qCHF 予測値が実測値よりも小さな値を示すことについて，Lienhard et 

al.[12]は試験液とセル壁との粘性の影響で，セル内部への液供給が阻害されるためである
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と考察している． 

 

 
2

,

14.1
d

j

zCHF

CHF

A
N

q
q


  (1-2)   

 

 

 





 332 




gl
d g

 
(1-3)  

 

 
   25.025.0

, 24 glfggzCHF ghq 



 

(1-4)  

 

ここで，qCHF,z：Zuberの流体力学的不安定モデルにもとづく qCHF予測値，A：伝熱面積，：

表面張力，l：液の密度，g：気体の密度，g：重力加速度，：テイラー不安定波長，hfg：

蒸発潜熱を示す． 

 Liter and Kaviany[13]は，銅粒子（直径 200 m）からなる多孔質層を伝熱面上に焼結する

ことで，ペンタンを用いた場合の qCHFが裸面の 3倍まで向上することを報告している．ま

た，Liter and Kaviany[13]も流体力学的不安定現象に着目しており，多孔質層の厚さを周期

的に変化させることで，伝熱面上から発生する蒸気柱の間隔をテイラー不安定波長よりも

短い波長間隔に制御することで qCHFの向上を実現している．上述の流体力学的不安定現象

に着目した qCHF向上に関する研究[12]–[14]は，その qCHF向上率が大きいものでは 3.3倍と

大きいが，その多くは試験液を有機液や絶縁性流体としたもので，qCHF の絶対値は最大で

0.815 MW/m2と水と比べて小さい． 

 近年では，Okawa[15]が報告しているように，ナノ流体を用いた qCHF 向上に関する研究

が数多く行われている [16]-[30]．それら多くの研究をまとめると，ナノ流体による qCHF向

上率は 1.1~3 倍と広範囲に分布するが，その向上は，伝熱面上に形成されたナノ粒子堆積
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層による伝熱面の濡れ性の向上に起因すると考えられている．また，Kwark et al.[19]および

Ahn et al.[20]は，ナノ粒子コーティング層による伝熱面上の動的な濡れ速度の増加が qCHF

向上につながることを報告している． 

以上をまとめると，プール沸騰の qCHFが向上するメカニズムとして，（1）毛管力による

液供給，（2）伝熱面積拡大効果（フィン効果），（3）流体力学的不安定現象，（4）伝熱面の

濡れ性などが挙げられる． 

 

1.3 本研究室のこれまでの成果 

1.2節でも述べたように，プール沸騰の qCHFが向上するメカニズムには，（1）毛管力によ

る液供給，（2）伝熱面積拡大効果（フィン効果），（3）流体力学的不安定現象，（4）伝熱面

の濡れ性などが関連する．そこで，Mori and Okuyama [31]は，飽和プール沸騰下での大伝熱

面積・高熱流束の除熱を目的として，毛管力による液供給を行う細孔と伝熱面で発生した

蒸気を排出する孔を有したハニカム多孔質体（以下，HPP）を伝熱面上に装着するだけの簡

易な方法を提案している．Fig. 1-2に示すように，30 mmの伝熱面上に HPPを装着するこ

とで，大気圧下，水の飽和プール沸騰のqCHFを最大で裸面の場合の2.5倍（qCHF=2.5 MW/m2）

に向上することを実験的に示している[31]． 
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Fig. 1-2 HPPの構造体厚さhと qCHFの関係. 

 

 Fig. 1-2より，HPPの構造体厚さhが薄くなるほど，qCHFは向上し，h =1 mmのとき，

qCHF =2.5 MW/m2に向上した．また，Mori and Okuyama [31]は HPP内部の気液流の圧力損失

の和が等しくなる際に qCHFが発生するという多孔質体の毛管力による液供給限界に由来し

た qCHF発生モデル（以下，毛管限界モデル）を提案している．Fig. 1-2から，毛管限界モデ

ルによる qCHF予測値も実測値と同様にhが薄くなるほど，qCHFは向上し，毛管限界モデル

と実測値の定性的な傾向が一致する．この結果から，Mori and Okuyama[31]は，HPPにより

qCHF が増大した要因として，多孔質体内部のミクロンオーダーの細孔内を強力な毛管力に

より液が伝熱面まで供給され，発生した蒸気はミリメートルオーダーの蒸気排出孔（以下，
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セル）を通過することで，気液の分離ができたことが大きいと報告している． 

Mori et al. [32]は，HPPを装着した場合の飽和プール沸騰下での qCHF向上メカニズムに関

して，毛管力の有無の構成要素を切り分けた実験から，qCHF向上に寄与する主な液供給は，

Fig. 1-3に示すように，（1）毛管力による液供給に加えて，（2）重力によりセル内部に直接

流入する液供給が考えられることを実験的に示した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 1-3 HPP装着時の伝熱面上の気液の流れの模式図. 

 

 Mori et al. [33]は，ナノ粒子が堆積した伝熱面（Nano Deposited Surface，以下，NDS）によ

る qCHF向上手法と HPPによる qCHF向上手法について，伝熱面の大きさとその qCHF向上効

果について，実験的に検討した結果，NDSを用いた手法は伝熱面の大きさによって qCHFが

減少する傾向があることを明らかにした．一方，HPP による手法は伝熱面の大きさによら

ず，qCHF向上が裸面の約 2倍に向上することが実験的に示された．また，NDS上に HPPを

装着する際の qCHF向上効果が最も大きく，10 mm，30 mm，50 mmの伝熱面では，それぞ

れ 3.1 MW/m2，2.3 MW/m2，2.2 MW/m2に向上することを示した． 

 Suazlan et al. [34]は，（1）裸面，（2）NDS，（3）HPP，（4）NDS上に HPPを装着させた場

合，それぞれの条件下での伝熱姿勢が qCHF 向上に与える影響について実験的に検討した．

その結果，伝熱面を上向きから下向きに変化するにつれて，qCHFが減少する傾向にあるが，
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（4）の条件の場合に最も qCHFの減少を抑制できることを示した．その要因として，HPPと

NDS の複合効果によって，HPP の毛管力による液供給と NDS による伝熱面の濡れ性の向

上が蒸気排出孔内の伝熱面の乾き領域の広がりを抑制することが大きいと報告している． 

 Suazlan et al.[25]は，無限大伝熱面とみなせる直径 50 mmの伝熱面において，蒸留水，ま

たは，水をベースとしたナノ流体を試験流体として，HPP の上部に金属製の格子状構造物

を設置し，大気圧下の飽和プール沸騰実験を行った結果，高濃度のナノ流体（4 g/L）中で，

HPPと金属製の格子状構造物を組み合わせることで，qCHFを裸面の場合の 3倍（3.1 MW/m2）

に向上させた．この結果は，他者と比較しても，無限大伝熱面での qCHF向上効果はトップ

の値である．Suazlan et al.[25]は，そのように qCHFが向上した要因として，（1）HPPの毛管

力による液供給と（2）伝蒸気排出孔内の伝熱面上に形成された NDS のもつ毛管力による

乾き領域の広がり抑制，（3）格子状構造物により合体大気泡が制御されることで生じる HPP

上部への液供給促進の 3点が組み合わさった相乗効果であると報告している． 

 以上をまとめると，HPP を装着した際の qCHF向上には，（1）毛管力による液供給，（2）

蒸気排出孔に直接流入する液供給，（3）セルからの蒸気排出，（4）伝熱面の濡れ性が重要

であり，（2），（4）の効果をより大きくさせるためには，それぞれ，ナノ流体による伝熱面

上へのナノ粒子堆積層の形成，格子状構造物の HPP 上部への設置が有効である．さらに，

HPP，ナノ流体，格子状構造物は単体で使用するよりも，組み合わせて使用することで qCHF

向上効果が増大する． 

以上のように，これまでの研究では，上述の（1）～（4）の各素過程が組み合わさって

qCHF向上することがわかった．しかし，その各素過程単体がどの程度 qCHF向上に影響する

かについては明らかではない．そこで，さらなる qCHF向上する上での今後の指針を得るた

めには，各素過程について詳細に把握することが重要であると考えられる． 

 

1.4 本論文の研究目的 

 これまでの研究をまとめると，HPPを用いた手法による IVRの成立に向けて，以下につ
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いて，調査する必要がある． 

（1）HPPを用いた際の qCHF向上機構の解明 

（2）伝熱面の大きさの影響 

（3）伝熱面姿勢の影響 

（4）自然循環流による流れ場での影響（入口クオリティ及び質量流束の影響等） 

（5）水質の影響 

（6）HPPの施工方法 

また，1.3節で述べたように，HPPを用いた手法では，（1）毛管力による液供給，（2）蒸

気排出孔に直接流入する液供給，（3）伝熱面の濡れ性等が qCHF向上に関わる主な素過程と

して考えられる．これまでの研究では，qCHF 向上に寄与する素過程にはどのようなものが

あるか，また各素過程の効果をより促進するための手法について，実験的に検討されてき

た．しかし，各素過程単体が qCHF向上にどの程度寄与しているかについてはまだよくわか

っていないのが現状である．さらなる qCHF向上をするために，HPPの細孔構造，幾何形状

（構造体厚さや蒸気排出孔の大きさ）をどうすべきかの指針となる理論モデルを得ること

は必要である．qCHF向上に最適な HPPの設計指針を得るためには，各素過程が qCHF向上に

寄与しているかを把握することが重要である．そこで，本論文では，試験流体は水のみと

して，シンプルな条件下における，（1）と（2）の各素過程の qCHF向上効果について詳細に

把握することを目的とした． 

 

1.5 本論文の構成 

 Fig. 1-4に，本博士論文の構成図を示す．図中の（）内の数字は対応する節である． 

第 1章では，この研究の背景を概説し，プール沸騰 qCHF向上手法に関する既往の研究に

ついてまとめる．特に，HPP を用いた手法は，これまでの研究について，本研究との違い

を明確化し，本研究の目的について説明する． 

第 2章では，HPP装着時の qCHF向上に寄与する 2つの液供給効果について報告する．具
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体的には，（1）毛管力による伝熱面上への液供給と（2）セル内部に直接流入する液供給の

各素過程が qCHF向上に与える影響について，各素過程を分離した要素実験で検討した結果

について説明する．また，各素過程での実験結果，（1）と（2）の効果が複合した通常のプ

ール沸騰実験結果の実測値について，毛管限界モデルの予測値と比較検討し，モデルの妥

当性についての検討結果を報告する． 

第 3章では，詳細な沸騰様相の観察から，新たに qCHF到達の律速要因として示唆された

HPP上部形成される合体大気泡が qCHF向上に与える影響について検討した結果について報

告する．毛管限界モデルを基に，従来の NAHPPよりも qCHF向上が期待されるメンブレン

フィルター（膜厚 150 m）を用いて実験的に検討結果と沸騰様相の観察結果について説明

する．その結果，qCHF向上に有効な手法として，二層構造 HPPによる手法について報告す

る． 

第 4章では，二層構造 HPPを装着した際の伝熱面姿勢が飽和プール沸騰限界熱流束向上

に与える影響について調査した結果について報告する．特に，下向き伝熱面での実験結果

について説明する． 

第 5章では，本研究の成果を総括し，本論文における結論を報告する．  
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Fig. 1-4 本博士論文の構成 

 

1.6 結言 

本章では，この研究の背景を概説し，プール沸騰 qCHF向上手法に関する既往の研究につ

いてまとめた．特に，HPP を用いた手法は，これまでの研究について，本研究との違いを

明確化し，本研究の目的について説明した．その結果，得られた知見は以下の通りである． 

 

（1） 既往の研究成果について調査した結果，プール沸騰の qCHFが向上するメカニズムと
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して，（1）毛管力による液供給，（2）伝熱面積拡大効果（フィン効果），（3）流体力

学的不安定現象，（4）伝熱面の濡れ性などが関連していると考えられる． 

（2） これまでの本研究の成果を調査した結果，HPPを用いた際の qCHF向上には，（1）毛

管力による液供給，（2）セル内部に直接流入する液供給，（3）セルからの蒸気排出，

（4）伝熱面の濡れ性等が重要であり，HPP 装着時には，それらの複合効果により， 

qCHFが向上することが実験的に示された．しかし，各素過程がどの程度 qCHF向上に

寄与するかについてはよくわかっていない．そこで，本論文では，試験流体は水の

みとして，シンプルな条件下における，（1）と（2）の素過程の qCHF向上効果につい

て詳細に把握することを目的とすべきであることが明らかとなった． 
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第2章 単層 HPPによる飽和プール沸騰 qCHF向上メカニズムの解

明 

2.1 緒言 

Mori and Okuyama [31]は，飽和プール沸騰において大伝熱面積・高熱流束の除熱を目的と

して，ハニカム多孔質体（以下，HPP）を伝熱面上に装着するだけという簡易な方法を提案

している．Fig. 2-1に示すように，30 mmの伝熱面上に HPPを装着することで，大気圧下，

水の飽和プール沸騰の限界熱流束（Critical Heat Flux，以下，qCHF）を最大で裸面の場合の

2.5倍（qCHF=2.5 MW/m2）に向上することを実験的に示している[31]． 

 

Fig. 2-1 HPPの構造体厚さhと qCHFの関係. 
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 Fig. 2-1より，HPPの構造体厚さhが薄くなるほど，qCHFは向上し，h =1 mmのとき，

qCHF =2.5 MW/m2に向上した．また，Mori and Okuyama [31]は 2.3節で後述する毛管限界モ

デルを提案した．Fig. 2-1から，毛管限界モデルによる qCHF予測値も実測値と同様にhが薄

くなるほど，qCHF は向上し，毛管限界モデルは実験結果と定性的な傾向は一致する結果を

得ている．この結果から，Mori and Okuyama[31]は，HPPにより qCHFが増大した要因とし

て，多孔質体内部のミクロンオーダーの細孔内を強力な毛管力により液が伝熱面まで供給

され，発生した蒸気はミリメートルオーダーの蒸気排出孔（以下，セル）を通過すること

で，気液の分離ができたことが大きいと報告している． 

Mori et al. [32]は，HPPを装着した際の飽和プール沸騰下での qCHF向上メカニズムに関し

て，毛管力の有無の構成要素を切り分けた実験より，qCHF 向上に寄与する主な液供給メカ

ニズムとして，Fig. 2-2に示すように，（1）毛管力による液供給に加えて，（2）セル内部に

直接流入する液供給の 2つが挙げられることを報告した． 

以上をまとめると，HPPを用いた際の qCHF向上には，（1）毛管力による液供給，（2）セ

ルに直接流入する液供給が重要となることがわかる．過去の研究では，これらの各素過程

が複合した結果，qCHFが向上することが示されたが，さらなる qCHF向上をするために，HPP

の細孔構造，幾何形状（構造体厚さや蒸気排出孔の大きさ）をどうすべきかの指針は得ら

れていない．qCHF向上に最適な HPPの設計指針を得るためには，各素過程が qCHF向上に寄

与しているかを把握することが重要である． 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-2 HPP装着時の伝熱面上の気液の流れの模式図. 
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本章では，HPPを装着した際の qCHF向上に寄与する 2つの液供給効果について実験的に

検討した結果を報告する．具体的には，（1）毛管力による伝熱面上への液供給と（2）セル

に直接流入する液供給の各素過程が qCHF向上に与える影響について，各素過程を分離した

要素実験の結果について説明する．また，各素過程での実験結果，（1）と（2）の効果が複

合した通常のプール沸騰実験結果の実測値について，毛管限界モデルの予測値と比較検討

し，モデルの妥当性についての検討結果を報告する． 

 

2.2 研究目的 

 本章では，HPP 装着時の qCHF向上に寄与する 2 つの液供給効果である（1）毛管力によ

る伝熱面上への液供給と（2）セルに直接流入する伝熱面上への液供給の各素過程が qCHF向

上に与える影響について調査することを目的とする． 

 

2.3 毛管限界モデル[31] 

Fig. 2-3は，HPP断面の一部の拡大図である．HPPを伝熱面上に設置した場合，毛管力に

より伝熱面上に液が供給され，伝熱面上で発生した蒸気はセルより排出される．なお，伝

熱面上への液供給は，Fig. 2-2 で示したように，（1）毛管力によるものと（2）セル内部に

直接流入するものの 2つが存在するが，本節では，特に（1）毛管力による液供給に着目し，

Fig. 2-3には，毛管力による液供給のみを表記している．ここで，毛管力による液供給のみ

を考慮した場合の qCHFに達する際の力学的な釣り合いは，式(2-1)で示すように，水が多孔

質体内を通過する際の液流の圧力損失pl，蒸気流がセル内を通過する際の蒸気流の圧力損

失pg，および，伝熱面上で蒸気が発生する際の加速損失paの和が，最大毛管圧力pc,maxに

等しくなる場合であると考えられる．ただし，実際には伝熱面近傍の多孔質体内部では，

乾燥領域または気液二相が共存する領域が発生している可能性も考えられる[36]．しかし，

本モデル（以下，毛管限界モデル）では，現象を単純化する目的で伝熱面直上まで多孔質
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体内部が液で完全に満たされていると仮定している[31]． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-3 HPP装着時の気液流の圧力損失. 

 

 
aglc pppp  max,  (2-1)   

 

ここで，左辺はラプラスの法則を，右辺第 1項はダルシーの法則，右辺第 2項は非圧縮流

体のハーゲン・ポアズイユ流れでの圧力損失，右辺第 3 項は蒸気の加速損失から，次式の

ように式変形される． 
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(2-2)   

 

ここで，：表面張力［N/m］，reff：有効細孔半径［m］，l：水の粘性係数［Pa・s］，g：蒸

気の粘性係数［Pa・s］，Qmax：最大熱移動速度［W］，h：構造体厚さ［m］，K：透過係数

［m2］，Aw：HPPの断面積［m2］，l：水の密度［kg/m3］，g：蒸気の密度［kg/m3］，hfg：蒸

発潜熱［J/kg］，dg：セルの一辺の長さ［m］，n：蒸気排出孔の個数［-］を示す．  

Fig. 2 3 HPP装着時の気液流の圧力損失
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 また，Mori and Okuyama[31]よると，セルの大きさがミリメートルオーダーの場合には，

pgおよびpaはplと比較して，無視出来るほど小さく，伝熱面積を A とすれば，次式よ

り，qCHFを算出することが可能である． 

 

 

Ar
AhK

A
Qq

hleff

wfgl
CHF



2max 

 
(2-3)   

 

 式(2-3)より HPPと伝熱面との接触面積 Awを固定する場合，有効細孔半径 reff，および構

造体厚さhは小さく，透過係数 Kは大きくなると，qCHFは向上する． 

 

2.4 毛管力による液供給が沸騰限界熱流束向上に与える影響 

2.4.1 実験装置および方法 

2.4.1.1 プール沸騰実験装置概要 

Fig. 2-4 は，プール沸騰実験装置の概略図である．伝熱面は銅ブロック体の端面であり，

プール底面と同じ高さに設置し，流体と接する伝熱面直径は 30.0 mmである．加熱は銅ブ

ロック体底部に挿入したカートリッジヒーターに電圧を印加することで行った．伝熱面か

ら下方へ 10 mm（TC1），15 mm（TC2），20 mm（TC3），25 mm（TC4）の中心軸上の位置

に，90 °間隔でずらしながら，1 mmの K型シース熱電対を挿入し，指示温度から銅ブ

ロック内部の温度分布の一次元性を確認した上で，外挿により伝熱面表面温度を，また，

フーリエの式より，伝熱面熱流束を計算した． 

 プール容器は，内径 87 mmの硼珪酸ガラス管，銅ブロック体端面，およびステンレス製

のフランジからなり，プール容器内部の沸騰様相を観察することができる．試験液体には，

蒸留水（共栄製薬株式会社製）を用い，水深は伝熱面から高さ 60 mm，システム圧は 0.1 

MPaである．予備ヒーターにより，バルク液を加熱し，伝熱面周囲に設置している K型シ

ース熱電対（TC5）から，バルク液温が飽和温度に維持されていることを確認している．な
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お，実験開始前にバルク液体を飽和状態から 30分以上加熱させ，脱気を行った状態で，実

験を開始している．また，伝熱面上で発生した蒸気はプール容器上部に設置した冷却器に

より凝縮させ，プール容器内に戻している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-4 飽和プール沸騰実験装置概略図. 

 

2.4.1.2 毛管力による液供給効果抽出実験装置概要 

Fig. 2-5は，毛管抽出実験装置の概略図である．伝熱面を水平下向きにし，セル内部への

液供給を排除した．Fig. 2-5 内の詳細図に示すように，プール容器の壁の高さを HPP 端面

とほぼ同じにし，試験液をポンプにより循環し，オーバーフローさせて水位をプール容器

の壁の高さに一定に保たせることで，伝熱面への液供給が毛管力のみで行われるようにし

た．なお，伝熱面が水平下向きであるため，発生した蒸気はセル内部に溜まるが，プール

容器底部を貫通したシリコンチューブ内から，プール容器外部へと放出させた． 

伝熱面は直径 10.0 mmの銅ブロック体の端面であり，加熱は銅ブロック体底部に挿入し

たカートリッジヒーターに電圧を印加させて行った．伝熱面からそれぞれ 10 mm（TC1），
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15 mm（TC2），20 mm（TC3），25 mm（TC4）の中心軸上に上方へ 90 °間隔でずらしながら，

1 mmの K型シース熱電対を設置し，指示温度から一次元性を確認した上で伝熱面表面温

度を，および，フーリエの式より，伝熱面熱流束を計算した． 

試験液体には蒸留水（共栄製薬株式会社製）を用い，システム圧は 0.1 MPa である．バ

ルク液は，予備ヒーターにより加熱し，プール液面近傍の水温を K型シース熱電対（TC5）

で測定し，常に飽和状態に維持されていることを確認しながら実験を行った．なお，実験

開始前にバルク液体を飽和状態から 30分以上加熱させ，脱気を行った状態で，実験を開始

している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-5 毛管力による液供給効果抽出実験装置概略図. 

 

2.4.1.3 実験方法 

プール沸騰および毛管抽出実験は，いずれも予備ヒーターにより，バルク液が飽和温度

に保たれた後に，加熱状態を維持し，30 分から 1 時間脱気させた後に，実験を開始した．

実験開始後は，カートリッジヒーターに所定の電圧を印加することで加熱し，TC1 および

TC2の指示温度の値の変化が，10分間で 0.25 K以下に維持される場合に定常状態に達して
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いるとして，銅ブロック内部に挿入した各熱電対の指示値を測定した．以上の操作を，定

常状態が維持できなくなり，銅ブロック体内部の温度が急上昇を開始して，TC1 の温度が

200 ℃を超過するまで繰り返し行った．銅ブロック体内部の温度が急上昇を開始して，TC1

の温度が 200 ℃を超過した際は，直ちに加熱を中止して，その直前の加熱条件下で測定し

た伝熱面熱流束を qCHFと定義した．  

ところで，伝熱面サイズが，プール沸騰実験と毛管抽出実験とでは異なるが，毛管抽出

実験時には， HPPのもつ毛管力のみで伝熱面上への液供給が行われ，プール沸騰実験時と

比べると，周囲からの液供給の影響がないため，伝熱面サイズによる影響は無視できると

考えられ，実験の簡便さから，毛管抽出実験については，伝熱面直径が 10.0 mmで行った． 

 

2.4.1.4 ハニカム多孔質体 

 Fig. 2-6は，伝熱面上に装着した HPP，およびその拡大図である．（a）はプール沸騰実験

（伝熱面直径：30 mm），（b）は毛管抽出実験（伝熱面直径10 mm）に用いた HPPをそれ

ぞれ示す．試験体（b）は，試験体（a）を 10mm角に切り出した直方体形の試験体である．

本節で使用した HPP（株式会社長峰製作所製）は，一般的に自動車の排ガス処理用途で市

販されている製品である．その主成分は，カルシウムアルミネート（CaO ・Al2O3）：30～

50 wt%，溶融シリカ（Fused SiO2）: 40～60 wt%，および二酸化チタン（TiO2）：5～20 wt%

からなる．透過係数 Kおよび有効細孔半径 reffは別途実験的に求め，それぞれ K = 2.4×10-

14 m2，reff = 1.8 mという値が得られた．なお，水銀圧入法（表面張力：485.0 mN/m，接触

角：140.0 °）を用いた測定から，メディアン細孔半径：0.129 mm，平均細孔半径：0.0372 

mm，空隙率：24.8 %，多孔質体の細孔分布は比較的均一になっていることを確認した．セ

ル間の壁厚S，セル寸法 dg，および開口率はそれぞれ 0.46 mm，1.33 mm，および 55 %であ

る．HPPの構造体厚さh（以下，板厚と略記）を 2.0 mm，5.0 mm，および 10 mmに変化さ

せて実験を行った．また HPPは0.3 mmのステンレス製の細線を用いて伝熱面上に固定し，

設置した． 
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Fig. 2-6 本実験に使用したハニカム多孔質体. 

 

2.4.1.5 多孔質体の有効細孔半径及び透過係数の測定装置及び測定方法 

前述した毛管限界モデルを用いて，qCHF の予測値を算出する際に，多孔質体の有効細孔

半径 reff，透過係数 Kが必要となる．そこで，Fig. 2-7に示す測定装置を用いてそれぞれ測

定を行った．有効細孔半径は，Fig. 2-7 (a)のように，毛管吸い上げ高さ hを測定することに

よって，式(2-4)，(2-5)から算出した．また，透過係数 Kは Fig. 2-7 (b)のように，ダルシー

の法則から式(2-4)及び式(2-6)より算出した． 

 

 ghp l  (2-4)   

 

 

effr
p 2


 
(2-5)   

 

 

p
uK h





 (2-6)   
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有効細孔半径 reffの測定では，試験部をゆっくりと持ち上げて行き，ある高さで液柱の重

量と多孔体の毛管力がつりあい，やがて多孔体と液柱間に気泡が発生し分離する．その高

さを毛管吸い上げ高さとした．また，透過係数 Kの測定では，毛管吸い上げ高さを超える

高さの液柱を用意し，その高さを測り，単位時間当たりの流量を測定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-7 (a)有効細孔半径，及び(b)透過係数の測定装置の概略図. 
 

2.4.1.6 測定精度 

 伝熱面熱流束，過熱度，および熱伝達率の平方誤差q，(Tsat)，およびhを，誤差の伝

播の公式[37]より，それぞれ以下の式を用いて，評価した． 
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ここで，T1：TC1での温度［K］，T2：TC2での温度［K］，：(T1＋T2)/2における銅の熱

伝導率［W/（m・K）］，：TC1と TC2間の距離［m］，：TC1から伝熱面までの距離

［m］，=0.018［W/（m・K）］，1=2=0.03［mm］，T1 =T2=0.25［K］を示す． 

上式より，伝熱面熱流束が大であるほど，q，(Tsat)，およびhの絶対値に対する相対

誤差は小となり，qCHF近傍（約 2 MW/m2）では，2 %程度に収まることがわかった． 

 

2.4.1.6 実験結果および考察 

2.4.1.6.1 毛管力による液供給効果が限界熱流束向上に与える影響 

板厚hと qCHFの関係を Fig. 2-8に示す．セル幅 dg=1.33 mm，壁厚s=0.46 mmの HPPの板

厚hをそれぞれ 2，5，および 10 mmに変化させて，実験した．図中の○はプール沸騰の実

験結果，△は毛管抽出の実験結果，実線は毛管限界モデルによる計算結果を示す．Fig. 2-8

より，毛管抽出実験の実測値は，毛管限界モデルの計算結果とよく一致している．また，

プール沸騰の qCHF実測値は，毛管抽出の実測値や毛管限界モデルによる予測値と同様，板

厚hが小になるほど大となる傾向を示す．ここで，板厚h =10 mmの場合では，プール沸騰

実験結果○が毛管抽出実験結果△よりも大となる．これは，セル内部に直接流入する液供

給効果が毛管力による液供給効果に対して無視できない qCHF向上効果があることに起因し

ていると考えられる． 
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Fig. 2-8 プール沸騰実験結果及び毛管抽出実験結果. 

 

そこで，Fig. 2-9に示す実験装置を用いて，セル内部に直接流入する液供給量を簡易的に

測定した．毛管力による伝熱面上への液供給を排除する目的で，本実験は窒素ガス－水系

の非加熱系の実験体系を選択した．200 mm×350 mmのアクリル製の水槽の上部に，250 mm

×450 mm のアクリル板を設置し，アクリル板に直径 30mm の穴をあけ，伝熱面を模擬し

た．模擬伝熱面が中心にくるように，アクリル板上部に内径 87 mmのホウケイ酸ガラス管

を設置し，ガラス管上部をフランジによって固定することで，プール容器とした．試験液

には蒸留水（共栄製薬株式会社製）を用い，模擬伝熱面の上部に HPPを設置し，その下方

から窒素ガスを供給することで，セル内部を通過する蒸気を模擬した．セル内を通過した

窒素ガスの体積流量を，Fig. 2-9に示すように，水上置換法により測定した．実験は窒素ガ

スの体積流量を徐々に増加させ，水が模擬伝熱面下方の水槽に流下しなくなったことを目
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視により確認した時点での体積流量を測定し，その測定値をセル内部に液がちょうど流入

しなくなる伝熱面熱流束条件下での蒸気発生流量として推定した．また，大気圧下，室温

（約 25 ℃）において実験を行った． HPP（dg=1.33 mm，s=0.46 mm，h=5 mm）を模擬伝

熱面上に固定した．本実験による測定で得られたセル内部への液供給がちょうどなくなる

際の窒素ガスの体積流量を，式(2-10)より，伝熱面熱流束に換算すると，1.5 MW/m2程度の

加熱条件下に相当する窒素ガス流量であった．なお，実際のプール沸騰実験下では，バル

ク液の温度及び伝熱面上から発生する水蒸気の温度は飽和温度（100 ℃）であり，室温（約

25 ℃）で行った本実験条件下でのセル内部に直接流入する液供給効果の抽出実験とでは，

気液の物性が異なるため，その違いの影響については，今後検討を行う必要がある． 

 

 

A
hQ

q fggg
g


  (2-10)   

 

ここで，qg：伝熱面上からの水蒸気の吹き出し流束［W/m2］，Qg：窒素ガスの吹き出し流量

［m3/s］ ，g：飽和状態（大気圧下）での水蒸気の密度［kg/m3］，hfg：蒸発潜熱［J/kg］，

A：伝熱面積［m2］を示す． 

したがって，上述したセル内への液供給効果の簡易的な抽出実験の結果を考慮すると，

Fig. 2-8から，毛管抽出実験時のh =10 mmの場合には，qCHFは約 0.72 MW/m2であるが，

プール沸騰実験においては，伝熱面熱流束が 1.5 MW/m2までは，毛管力による液供給効果

に加えて，セル内部へ液流入の効果も複合されることで，プール沸騰実験の結果は，毛管

抽出実験結果と比較して qCHFが向上したと考えられる．また，h =5 mmの場合のプール沸

騰実験において，qCHFが 1.5 MW/m2程度であり，この加熱条件下でのセル内部への液供給

効果は小さいと考えられる．そのため，h =5 mmの場合において，毛管抽出実験とプール

沸騰実験は，同程度の実験結果が得られたと考えられる．一方，h =2 mmの場合，プール

沸騰実験の実測値は約 2.1 MW/m2であるため，セル内部への液供給効果はほぼなく，h =5 
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mm の場合と同様に，プール沸騰と毛管抽出の実験結果は同程度になると考えられる．し

かし，実際にはプール沸騰の qCHFが毛管抽出実験の場合と比較して若干小さくなった．現

状，このような結果が得られた主要因については明確になっていない．今後，その他の新

たな律速要因が qCHFと関係しているのかなど，より慎重な実験的検討が必要であると考え

ている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-9 セル内への液供給効果の簡易的な抽出実験. 

 

2.4.1.6.2 ハニカム多孔質体の構造体厚さhが伝熱面熱伝達率に与える影響 

Fig. 2-10は，プール沸騰実験および毛管抽出実験のそれぞれにおいて，HPPの板厚h=2 

mm，5 mm，および 10 mmに変化させた場合の沸騰曲線である．図中の縦軸は伝熱面熱流

束 qを，横軸は伝熱面過熱度Tsatである．各実験条件における板厚hと qCHF向上に関する

考察は，前述した通りであるが，Fig. 2-10に示す沸騰曲線より，プール沸騰実験において，

板厚hの違いによらず，ほぼ同一の曲線上に実験結果がまとまっており，板厚hの違いに

よる伝熱特性の違いは明確ではない．一方で，毛管抽出実験の場合には，板厚h の違いに

よって各沸騰曲線が異なる傾向を示していることがわかる．また，同伝熱面過熱度Tsatに



35 
 

対する伝熱面熱流束 q の値は，いずれの板厚の場合においても，毛管抽出実験結果はプー

ル沸騰実験結果と比較して，低い値であることがわかる． 

Fig. 2-11に，伝熱面過熱度Tsatに対する伝熱面熱伝達率 hの関係を表す伝熱特性曲線を

示す．図より，プール沸騰実験における伝熱面熱伝達率 hが，板厚h=2 mm，5 mm，およ

び 10 mmのいずれにおいても，毛管抽出実験よりも高くなる傾向を示しているのがわかる．

このような傾向になる要因として，Fig. 2-12 のように，プール沸騰実験時には，（1）毛管

力による液供給に加えて，（2）セル内部へ直接流入する液供給，（3）HPP と伝熱面とが接

触している外周部から発生した気泡が離脱する際に生じる伝熱面への液供給などに起因す

ることが考えられる[32]． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-10 プール沸騰実験及び毛管抽出実験における沸騰曲線. 
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Fig. 2-11 プール沸騰実験及び毛管抽出実験における過熱度と熱伝達率の関係. 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-12 HPP装着時の伝熱面上への気液の流れ（①毛管力による液供給，②セル内への液

流入，③周囲からの液供給）. 

 

ところで，前述したように，Fig. 2-9の実験装置を用いた実験より，セル内部に液が流入

Fig. 2 11 プール沸騰実験及び毛管抽出実験における過熱度と熱伝達率の関

2 12 HPP装着時の伝熱面上 の気液の流れ（①毛管力による液供給 ②セル内



37 
 

する効果がほぼなくなる伝熱面熱流束の値は 1.5 MW/m2以上の場合であるが，板厚h=2 mm

の場合について，Fig. 2-10中のプール沸騰実験（図中，●）下での伝熱面熱流束 q=1.5 MW/m2

の時の伝熱面過熱度Tsatは約 14 Kを示している．一方で，板厚h=2 mmの場合について，

Tsat =14 Kの時の伝熱面熱伝達率 hは Fig. 2-11を確認すると，ちょうど，この過熱度（Tsat 

=14 K）付近で極大値をとることがわかる．この結果は，セル内部への液供給効果が qCHFの

向上に対してだけでなく，伝熱面熱伝達率 h の向上に与える影響が大であることを示唆す

る．また，Tsat≧14 Kの区間において，セル内部への液供給効果は小さくなるために，他

の板厚h=5，10 mmよりも，板厚h=2 mmの場合には，プール沸騰と毛管抽出実験での実

験体系の違いによる熱伝達率の差が小さくなる傾向を示したと考えられる．ただし，板厚

h=2 mm の場合においても，毛管抽出実験と比較して，プール沸騰実験の伝熱面熱伝達率

h の値が若干大きくなる傾向を示すのは，Fig. 2-12 中③に示すように，HPP と伝熱面とが

接触している外周部から発生した気泡の離脱に伴う伝熱面上の液流入による冷却効果に起

因すると考えられる．以上より，熱伝達率促進の観点から，HPP装着時には，qCHF近傍で

もいかにセル内部への液の流入を促進させるかが重要であると考えられる． 

また，Fig. 2-11において，プール沸騰実験時の板厚h=5 mmの実験結果を見ると，他の

板厚h=2 mm，10 mmの場合と比較して，データのばらつきが若干大きいことがわかる．こ

の要因は，必ずしも明確ではないが，HPP の伝熱面装着による伝熱面上の濡れ性の変化，

等がデータのばらつきに影響を及ぼしているのではないかと現状では考えている． 

ところで，Fig. 2-11 中のプール沸騰実験の結果は，各板厚hと熱伝達率について有意な

差は見られないが，一方，毛管抽出実験の場合には，板厚h の増大に伴い，同伝熱面過熱

度Tsatの時の伝熱面熱伝達率 h が低くなっていることがわかる．このような結果を得た要

因として，多孔質体内部において乾燥領域が形成されていることに起因している可能性が

あるため，多孔質体内部の乾燥領域の形成の有無について実験的に検討した．以降，その

結果について報告する． 
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伝熱面上に設置した多孔質体内部の伝熱面近傍の領域に，一様な厚さg の乾燥領域が形

成されると仮定すると，この乾燥領域の内部を通過する熱の移動は，フーリエの式より，

次式のようになる． 

 

 

g

sat
eff

Tkq



  (2-11)   

 

ここで，keffは乾燥状態の時の HPPの有効熱伝導率（4 W/（m・K））である．また，ニュー

トンの冷却法則を式(2-11)に代入すると，乾燥域厚さg は以下のように表すことができる． 

 

 
h

k eff
g   (2-12)   

 

 式(2-12)より，同伝熱面過熱度Tsat=20 Kの場合において，板厚h=2 mm，5 mm，10 mm

の乾燥域厚さgを実験により得られた熱伝達率 h の実測値から試算すると，それぞれ，44 

m，67 m，123 mと求められる．この結果から，一様な厚さで形成されると仮定して求

めた乾燥域厚さgの値は，各板厚の大きさに対して 1 %程度と極めて薄く，上述の計算結

果から，マイクロメートルオーダーのわずかな乾燥領域の形成でも伝熱面熱伝達率の大き

さに与える影響が大であることがわかる．以上のように，板厚hが薄くなるにつれて，qCHF

が増大するだけでなく，伝熱面熱伝達率の値も大きくなる傾向がある点は興味深い結果で

ある． 

ところで，前述の毛管限界モデルにおいて，モデルを単純化する目的で，多孔質体内部

が水で完全に満たされていると仮定しており，qCHF 到達の際に，伝熱面近傍の多孔質体内

部から乾燥領域が広がり，その乾燥域が熱抵抗となることで，伝熱面温度が急上昇するこ

とが予想される．また，前述の毛管抽出の実験結果は毛管限界モデルによる予測値とよく

一致し，プール沸騰の実験結果についても，定性的な傾向は一致するため，毛管限界モデ
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ルで想定する qCHF 発生メカニズムと同様のメカニズムで実現象においても qCHF が発生し

ている可能性がある．一方，前述の Fig. 2-11で示した伝熱面熱伝達率の測定結果より，多

孔質体内部にはわずかではあるが，マイクロメートルオーダーの厚さの乾燥領域が形成さ

れている可能性が示唆された．そこで，毛管限界モデルにおいて仮定しているように， qCHF

到達以前では水で多孔質体内部が完全に満たされているかどうかについて，実現象に対す

るモデルの妥当性を検討する目的で，qCHF に達する際の伝熱面温度と多孔質体内部の時々

刻々の様相の変化について実験的な検討を行った．以降，その結果について報告する． 

qCHFに達する際の伝熱面温度と多孔質体内部の時々刻々の様相の変化について，Fig. 2-5

と同じ装置内に，Fig. 2-13 に示すように，電気回路を追加したものを使用して実験を行っ

た．銅ブロック体に挿入したカートリッジヒーターにより加熱を開始する前から，Fig. 2-13

に示す電気回路に一定電流（I=0.5 mA）を流し，銅ブロック体に挿入したシース熱電対（Fig. 

2-5中の TC1）のシース部分とプール液面との間の電気抵抗値の経時変化測定を行った．カ

ートリッジヒーターの印加電圧を段階的に増加させ，T1の温度指示値が急上昇を開始する

際の，電気抵抗値の経時変化を測定することで，多孔質体内部の乾燥領域形成の有無の検

出を行った．ここで，シース熱電対およびカートリッジヒーターは電気的に完全に絶縁さ

れているため，上述の電気計測系に影響しない． 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-13 多孔質体内部のドライアウト発生検知装置. 

 

Fig. 2-14 は，銅ブロック内部の温度が急上昇する前後における銅ブロック体内に挿入し
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たシース熱電対 TC1とプール液面の間の電気抵抗値 RTS，および TC1の温度指示値 T1の経

時変化を示したものである．図中で示す測定結果は，セル幅 dg=1.33 mm，壁厚s=0.46 mm，

板厚h=5 mmのHPPを伝熱面上に装着した際（qCHF=1.3 MW/m2）の実験結果の一例を示す．

Fig. 2-14を見ると，伝熱面熱流束の値が q=1.3 MW/m2で定常状態に保たれていた状態から，

q>1.3 MW/m2に増加させると，銅ブロック体内の温度 T1が急上昇を開始することがわかる．

さらに，Fig. 2-14 を詳細に確認すると，T1が急変する時刻の直前に RTSが急上昇を開始し

ている．このことから，伝熱面温度が急上昇を開始する直前に，多孔質体内部で乾燥領域

が急激に広がることで，RTSが急上昇していることがわかる．加えて，T1が急上昇を開始す

る以前の RTSの値は，非加熱時の電気抵抗値，すなわち，多孔質体内部が完全な含水状態の

時の電気抵抗値（図中破線）と同程度（70 k）であることが確認できる．なお，Fig. 2-14

を詳細に見ると，非加熱時の場合（図中破線）が，加熱時の電気抵抗値より若干高くなっ

ていることがわかる．これは，加熱により伝熱面近傍の水温が飽和温度以上に上昇したた

めに，非加熱時（飽和状態）の水の電気抵抗率よりも低くなったことに起因していると考

えられる．以上の結果より，当初の毛管限界モデルにおいて仮定していたのと同様に，実

際の現象においても，qCHF 到達以前は多孔質体内部は水でほぼ満たされている状態である

と考えられ，qCHF 到達時に多孔質体内部で乾燥領域が急激に広がることで，伝熱面温度の

急上昇が生じていることが示唆された．しかし，上述の検討結果のように，qCHF 到達まで

乾燥域が全く存在しない場合には，Fig. 2-11 で示すような多孔質体の板厚hの違いによっ

て，伝熱面熱伝達率が大きく異なる結果を得た点について，説明することができない．こ

の原因として，h=5 mm の場合に，一様な乾燥域があると仮定した場合には，その乾燥域

の厚さgは，67 mで HPPの板厚と比較して，わずか約 1 %の非常に薄いものであること，

加えて Fig. 2-13で示した実験装置からは測定区間内での平均的な電気抵抗値しか得られな

いので，高時間分解能・高空間分解能での多孔質体内部の局所のボイド率の偏在を正確に

は検出できていないことに起因していると考えられる．また，実際の多孔質体内部の気液

の様相は，気相と液相が局所的に分布を持って共存する気液二相域を形成している可能性
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もある[36]．ただし，Fig. 2-14の測定結果から，qCHFに達する直前まで，非加熱時の場合と

比較して，電気抵抗値にほとんど変化が見られないことから，実際の状況でも，多孔質体

内部の様相は，非加熱時の場合と大きく異なってはいないと考えている．一方，上述の検

討から，伝熱面近傍の多孔質体内部にわずかでも乾燥領域が形成されると，熱伝達率に大

きな影響を与えることが考えられるため，今後，HPP を装着した際の伝熱面熱伝達率の向

上効果を検討していく上では，伝熱面近傍の多孔質体内部の気液の様相についても詳細な

把握を行うことは重要であると考えている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-14 銅ブロック内部の温度が急上昇する前後における銅ブロック体内に挿入したシ

ース熱電対 TC1 とプール液面の間の電気抵抗値 RTS，および TC1 の温度指示値

T1の経時変化. 

 

2.5 セル内部へ流入する液供給が沸騰限界熱流束向上に与える影響 

2.5.1 実験装置および方法 

2.5.1.1 セル内部へ流入する液供給効果抽出実験装置概略 

Fig. 2-15 にセル内部に直接流入する液供給効果抽出実験（以下，セル抽出実験）装置の

概略を示す．250mm×450mm のアクリル板に直径 30mm の穴をあけ，伝熱面を模擬した．

アクリル板下部に流下した液を吸収するために多孔質体 B5(イソライト工業製，JIS 規格，

型式 B5)を設け，直径 12mm の中空部を設けその中心点が模擬伝熱面の中心点に位置する
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ように設置し気相の流路としている．プールは，内径 87 mmのパイレックスガラス製で内

部の気液の流動様相が観察できる．試験流体は，液相には蒸留水（共栄製薬株式会社製）

を用い，気相には窒素ガスをそれぞれ用いた．窒素ガスボンベによって窒素ガスを供給し，

面積式流量計（コフロック株式会社製面積式流量計 RK1200）によりテストセクションでの

気相体積流量 Qgを算出した． 

プール容器内部には，液溜め用のタンクからポンプにより液が常に供給され，プール底

部から高さ 80mmの位置に設けた液排出用流路により，液面は一定の高さに保たれている．

また，排出された液は液溜めタンクに運ばれる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-15 セル内への液供給効果抽出実験装置概略図. 
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2.5.1.2 実験方法 

実験開始時は所定流量の気相を流し，ポンプの電源を入れプール容器内部の液面高さが

一定となり，定常状態となったことを確認した後，液溜めの液量が 200mL減少する時間を

測定することで液相の流下体積流量 Ql を算出した．式(2-13)を用いて，伝熱面から吹き出

す気相体積流量から伝熱面熱流束に換算し，式(2-14)を用いて，伝熱面上に流下した液が全

て蒸発すると仮定したときのセル内部に直接流入する液による除熱流束を算出した． 

 

 

A
hQ

q fggg
g


  (2-13)   

 

 

A
hQ

q fgll
l


  (2-14)   

 

ここで，qg：伝熱面熱流束［W/m2］，ql：セル内部に直接流入する液による除熱流束［W/m2］，

g：蒸気の密度［kg/m3］，l：水の密度［kg/m3］，A:伝熱面積である． 

本実験で使用した HPP には，シリコンラッカースプレー(株式会社カンペパピオ製)を塗

布することで，毛管力の影響を排除した． 

 

2.5.1.3 ハニカム多孔質体 

本実験で使用したHPPは前述の毛管力による液供給効果抽出実験のものと同様のものを

使用し，HPPの構造体厚さhを 5.0 mm，10 mmおよび 20 mmと変化させて実験を行った．

また試験体は0.3 mmのステンレス線で伝熱面上に固定した． 

 

2.5.1.4 実験結果および考察 

Fig. 2-16 はセル抽出実験の結果得られた気相体積流量と液相体積流量の関係を示す．横



44 
 

軸は，伝熱面上から吹き出す気相体積流量 Qgを，横軸は，伝熱面上に流下する液相体積流

量 Qlを表す．Fig. 2-16より，板厚hの値に関わらず Qg の増加に伴い，Qlは減少するとい

う傾向が得られた．これは Qgが大きくなるほど液の下方への流れが妨げられるためである

と考えられる．また，同気相体積流量 Qg で比べるとh=5mm の時に Ql が最も大きく，

h=10mm，h=20mmではほぼ等しい結果が得られた．これはhが大きくなるほど液の流路

が長くなることに起因していると考えられる．液が流れる流路が長いと波が発達しやすく，

発達した波が気相により上方に吹き飛ばされることで Qlが小さくなったと考えられる．ま

た，Qgが大きくなるにつれて Qlはhの値によらず，同様な値をとることが分かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2-16 セル抽出実験の結果得られた気相体積流量と液相体積流量の関係. 

 

 

 

 
 
 

 

Fig. 2 16 セル抽出実験の結果得られた気相体積流量と液相体積流量の関係
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Fig. 2-17 伝熱面上から吹き出す気相体積流量 Qg及び伝熱面上に流下する液相体積流量 Ql 

を式(2-13)，(2-14)により，それぞれ熱流束に換算した結果. 

 

Fig. 2-17に，Fig. 2-16で示した気液積流量を式(2-13)，(2-14)により，熱流束に換算した

結果を示す．Fig. 2-17 中の横軸と縦軸はそれぞれプール沸騰実験時における伝熱面熱流束

とセル内部に流下する液の除熱流束に相当する．Fig. 2-17において，ql > qgとなる範囲では

伝熱面熱流束に対し十分に除熱できるだけの液が流下しているということとなる．一方，

ql < qg の範囲では伝熱面熱流束に対し除熱に十分な液量が流下していないということにな

る．すなわち，ql = qgとなる点はエネルギーバランスがつりあう点であり，HPPのセル内部

に流下する液の除熱能力のみを考慮した際の限界熱流束予測値 qCHF,channelとなる．qCHF, channel

は Fig. 2-17の全測定値に対する近似直線を引きその直線の式から ql = qgとなる点を算出す

ることで導くことができる．ここで，Fig. 2-17から近似直線は以下の式(2-15)のようになる． 

 

 3.1117.3  gl qq  (2-15)   

 

Fig. 2 17 伝熱面上から吹き出す気相体積流量 Q 及び伝熱面上に流下する液相体積流量 Q
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式(2-15)より，ql = qgとすると，qCHF,cell =2.71 MW/m2と求めることができる．ここで，プ

ール沸騰実験においては，多孔質体のもつ毛管力による液供給も考慮する必要があり，多

孔質体からの液供給による除熱能力とセルからの液供給による除熱能力の和が伝熱面熱流

束と等しくなる時に qCHFに到達すると考えられる．すなわち，式(2-16)が成り立つ時に qCHF

に到達する． 

 

 
glcapCHF qqq ,  (2-16)   

 

また，式(2-15)，(2-16)より，プール沸騰実験における qCHFの予測値は以下のように表さ

れる． 

 

 
3.11,17.3,

1
,





 ba

a
bq

q capCHF
CHF  (2-17)   

 

Fig. 2-18は，板厚hと qCHFの関係を示した図である．図中の○はプール沸騰実験結果，

赤色の一点鎖線は毛管限界モデルによる予測線，青色の実線は毛管力による液供給効果，

並びに，セル内部に直接流入する液供給効果の両方を考慮した式(2-17)による予測線を示す． 

Fig. 2-18中の赤色の斜線部は，（1）毛管力による qCHF向上効果，青色の斜線部は，（2）セ

ル内部に流入する qCHF向上効果がどの程度寄与しているかを示す．ここで，プール沸騰実

験における液供給は（1）と（2）の両方の効果からなるのに対して，毛管抽出実験の液供

給は（1）のみの効果からなる．Fig. 2-18より，板厚h が小さくなるにつれて，プール沸騰

実験結果と毛管抽出実験結果の差が小さくなっていることがわかる．これは，図中の（1），

（2）の領域が示すように，板厚h が小さくなるにつれプール沸騰実験における qCHF向上

に対するセルへの液供給の寄与割合が小さくなり，毛管力による液供給の寄与割合が大き

くなることに起因していると考えられる．すなわち，板厚h が小さくなるにつれて，プー



47 
 

ル沸騰実験での毛管力による液供給効果が qCHF向上における支配的要因となり，プール沸

騰実験結果と毛管抽出実験結果の差が小さくなったと考えられる．なお，Fig. 2-18 より，

h > 3.5 mm（qCHF<3.1 MW/m2）のときセルへの液供給効果が qCHF に与える寄与割合は 50%

以上を占める．また，板厚h < 1.6 mm（qCHF>3.5 MW/m2）においてはセルへの液供給効果

の寄与はなくなり，液供給は毛管力のみによってなされ，qCHFを 3.5 MW/m2以上に向上さ

せるためには，毛管力による液供給が重要である．  

 

Fig. 2-18 板厚hと qCHFの関係. 

 

2.6 結言 

HPP装着時の qCHF向上に寄与すると考えられる（1）毛管力による液供給効果と（2）セ

ル内部に直接流入する液供給効果の 2 つの液供給メカニズムに着目し，各素過程単体が

qCHF 向上にどの程度寄与するかを詳細に把握することを本章の目的とした．具体的には，
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プール沸騰における qCHF向上に与える影響について，HPP 装着時における qCHF発生モデ

ルとプール沸騰実験及び毛管抽出実験，セル抽出実験の実測値を比較し，実験的な検討を

行った．加えて，セル内部に供給する液を効率よく蒸発させることを目的に，ナノデポジ

ット伝熱面上にHPPを装着した際のプール沸騰実験を行った．その結果，得られた知見は，

以下の通りである． 

 

（1） 毛管抽出実験の結果を毛管限界モデルにより，非常によく説明することができる．

さらに，毛管限界モデルで仮定したように，qCHF到達以前では，多孔質体内部は完

全に含水状態で，qCHF到達時に多孔質体内部に伝熱面近傍から乾燥領域が急激に広

がることで，伝熱面温度の急上昇が生じると示唆された． 

（2） プール沸騰実験下での qCHF は，毛管抽出実験の場合の実測値や毛管限界モデルに

よる試算結果と同様に，HPPの板厚hが薄くなるにつれて増大する傾向がある． 

（3） 高熱流束域における，プール沸騰 qCHF 向上において，向上要因としては毛管効果

が支配的であり，特に，板厚h < 1.6 mm（qCHF>3.5 MW/m2）においてはセルへの液

供給効果の寄与はなくなり，液供給は毛管力のみによってなされ，qCHF を 3.5 

MW/m2以上に向上させるためには，毛管力による液供給が重要である． 
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第3章 二層構造 HPPによる飽和プール沸騰 qCHFの向上 

3.1 緒言 

第 2章での研究成果から，高熱流束域における，プール沸騰 qCHF向上において，向上要

因として，毛管効果が支配的で，特に，板厚h < 1.6 mm（qCHF>3.5 MW/m2）においてはセ

ルへの液供給効果の寄与はなくなり，液供給は毛管力のみによってなされ，qCHF を 3.5 

MW/m2以上に向上させるためには，毛管力による液供給が重要であることがわかった．し

かし，これまで試験体として使用してきた NA ハニカムは強度上の問題から，板厚hを 1 

mm以下にすることが困難である．そこで，本章では，毛管限界モデルからより NAハニカ

ムよりも qCHF 向上効果が期待できる膜厚 150 m のメンブレンフィルターを用いた際の

qCHF 向上効果を調査した結果について報告する．また，詳細な沸騰様相の観察から，HPP

装着時の qCHF の律速要因として，合体大気泡の滞留現象が明らかとなったことに加えて，

合体大気泡の滞留には二層構造 HPPが効果的であることが示唆されたことを報告する． 

  

3.2 研究目的 

 本章では，従来の NAハニカムよりも qCHF向上効果が期待できる膜厚 150 mのメンブ

レンフィルターを用いた際の qCHF向上効果を調査することを目的とする． 

 

3.3 実験装置及び方法 

3.3.1 実験装置概要 

Fig. 3-1は実験装置の概略を示す．伝熱面はプール底面と同じ高さで，流体と接する伝熱

面直径は 30 mmである．加熱は銅円柱底部に埋め込んだカートリッジヒーターにより行っ

た．伝熱面から下方へそれぞれ 10 mm（TC1），15 mm（TC2）の位置の銅円柱中心軸上に

0.5 mmの K型シース熱電対を設置し，この 2つの熱電対の測定値を外挿して伝熱面温度

を，指示温度差，設定距離及び銅の熱伝導率からフーリエの式より伝熱面熱流束を算定し

た． 
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 プールは，内径 87 mmのホウケイ酸ガラス製で内部沸騰様相が観察できる．試験液体は

蒸留水（共栄製薬株式会社製），水深は 60 mm，システム圧は 0.1 MPaで，予備ヒーターで

伝熱面周囲の液を加熱して飽和温度を維持した．なお，実験開始前にバルク液体を飽和状

態から 30分以上加熱させ，脱気を行った状態で，実験を開始している．発生した蒸気は冷

却器で凝縮させて容器内に戻した． 

 実験は，カートリッジヒーターに所定の電圧を印加して加熱を行い，TC1および TC2の

温度変化が，10分間で 0.25 K以下となった場合に定常状態に達したとみなし，測定を行っ

た．以上の操作を，定常状態が維持できなくなり，壁温が急上昇を開始して，バーンアウ

トが発生するまで繰り返した．またバーンアウトが発生した場合には，直ちに加熱を中止

し，その直前の熱流束を qCHFとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-1 プール沸騰実験装置概略図. 

 

3.3.2 ハニカム多孔質体 

 Fig. 3-2中の(a)および(b)は，本章で使用した 2種類の HPPを示す．図中の(a)は，市販の
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メンブレンフィルターであるメルクミリポア社製の MF-ミリポア AAWP04700，（以下，

MFM）に蒸気排出孔を作製したものである．MFM の成分は，酢酸セルロースと硝酸セル

ロースの混合物である．Table 3-1に示すように，有効細孔半径 reff，透過係数 K，および空

隙率はそれぞれ 0.4 m，6.9×10-14 m2，0.82である．また，セル間距離 lp，セルの直径 dg（以

下，セル径），および開口率はそれぞれ 2.4 mm，1.9 mm，0.57とし，これらの幾何寸法は

既報[31]で除熱特性に優れていた NAHPP を参考に決定した．HPP の構造体厚さh（以下，

板厚）は 0.15 mm のものを用い，伝熱面に導電性の接着剤（アレムコボンド 525）を用い

て固定した．なお，実験前後でMFMの吸水性に変化のないことを確認した． 

Fig. 3-2の(b)は，MFMと板厚以外は同一幾何形状の太盛工業株式会社製の金属多孔質体，

（以下，MPP）である．MPPは，Table 3-1に示すように，有効細孔半径 reff=18 m，透過係

数 K =6.6×10-13 m2，空隙率=0.70，板厚h=1.0 mm，SUS316L製であり，MFMより透過係数

は約 10倍大きい．MPPは，MFMと異なり，接着剤を用いずに，0.3mmのステンレス線

により伝熱面上に固定した． 

 さらに，Fig. 3-2の(c)は，MFMとMPPの両方を用いて伝熱面上に装着した場合（以下，

MFM + MPP）を示す．MFM + MPPは，伝熱面上に設置したMFMの上にMPPをセルの位

置が同じになるように重ね合わせて置いた後に，0.3mm のステンレス線により固定した

ものである． 
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Fig. 3-2 本実験装置で使用した HPP. 
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Table 3-1 本実験で使用した HPPの各種物性及び幾何形状. 

 

 

 

 

 

 

3.4 実験結果および考察 

Fig. 3-3は，(a)MFMのみを伝熱面上に設置した場合，（b）MPPのみを設置した場合，（c）

MFMの上にMPPを重ねて設置した場合（以下，MFM + MPP），および，（d）裸面の場合

の沸騰曲線を示す．矢印で示す値は各条件での qCHFである．Fig. 3-3 より，(c)裸面の場合

（1.08 MW/m2）に比して，qCHF は(a)MF-ミリポアのみの場合には 1.32 MW/m2，さらに，

(b)MF-ミリポアの上に金属ハニカム体を重ねて設置した場合には，qCHFは 2.06 MW/m2まで

向上した．また，金属ハニカム体のみを設置した場合は qCHF=1.94 MW/m2である．ただし，

この結果は MF-ミリポアのように接着剤を用いて伝熱面上に設置したものではなく，ワイ

ヤーにより物理的に伝熱面に押し付けて固定しており，伝熱面との接触状況は接着剤を用

いた場合と大きく異なる．したがって，接着剤で伝熱面に固定した MF-ミリポア＋金属ハ

ニカムの場合と単純には比較できない．この(a)と(b)の実験結果について，前述の毛管限界

モデルを考慮すれば，(b)の場合が多孔質体内部を水が通過する際の摩擦損失が(a)の場合よ

り大きくなるので，qCHF は低下すると考えられるが，実験結果はその反対となった．すな

わち，毛管限界とは別の要因により限界状態に達している可能性がある．以下，毛管限界

とは別の要因について，考察する． 

 

MFM MPP
Effective pore radius: r eff [μm] 0.40 18

Porosity:  [-] 0.82 0.70
Permeability: K ×1014 [m2] 6.9 66

Apeture ratio:   [-]
(Ratio of the open area to total area)

0.57 0.57
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Fig. 3-3 (a) MFM，(b) MFM+MPP，及び (c)裸面の沸騰曲線. 

 

Fig. 3-4に，高速度カメラで撮影したMFM+MPP装着時の qCHF近傍（2.06 MW/m2）での

沸騰様相の観察結果を示す．観察結果から，伝熱面上に HPP全体を包み込む合体大気泡が

形成され，約 100 msの周期で，発生，成長，離脱を繰り返していることがわかった．これ

は，裸面時の qCHF近傍における典型的な沸騰様相と似ている． 

Fig. 3-5 は，HPP 装着時の qCHF状態における合体気泡滞留中の多孔質体内部の含水率の

経時変化を示す．縦軸は多孔質体内部の空隙を液相が占める体積割合（以下，含水率 s），

横軸は時間，dは合体気泡の離脱周期を示す．なお，含水率 sは，s=1の時に多孔質体内部

の空隙が全て液相で満たされている状態，s=0 の時に多孔質体内部の空隙が全て気相で満

たされている状態，すなわち，ドライアウト状態であると定義する．ここで，仮に合体気
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泡が滞留している間に，s=0になる場合には，qCHFが発生すると考えられる．これは，裸面

における限界熱流束モデルの一つとして，原村らが提案するマクロ液膜消耗モデル（以下，

原村・甲藤モデル）が非常によく似ている[38]． 

 

 
Fig. 3-4 MFM+MPP装着時の qCHF近傍（2.06 MW/m2）での沸騰様相 
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Fig. 3-5 HPP装着時の qCHF状態における合体気泡滞留中の多孔質体内部の含水率の経時変

化 

 

Haramura and Katto[38]は，裸面の場合に，合体気泡滞留時間中に伝熱面上のマクロ液膜

が消耗し尽くすときを qCHFの発生条件としている．原村らは Davidson et al.[39]-[40]の，液

中を上昇する単一気泡の運動に関する解析を用いて，沸騰における合体泡の成長速度の測

定結果から，合体泡の離脱周期の予測値d,1を式(3-1)で与えている． 
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ここで，：気泡運動に随伴する液体積[-]（気泡の単位体積あたり），v1：気泡の体積成長

速度[m3/s]である．なお，高速度カメラを用いて沸騰様相を観察した結果，HPP装着時も裸

面の場合と同様に一定の離脱周期で合体泡が離脱する様子が観察された．その離脱周期は

式(3-1)で算出した値とほぼ同程度となっており，HPP 設置による合体泡離脱周期への影響

は小さいと考えられる． 

 合体泡滞留時間d の間に伝熱面上に加えられた熱量とマクロ液膜の蒸発に消費される熱

量とのエネルギー収支から，次式が成立する． 

 

 
fglldCHF hVAq    (3-4)   

 

ここで，Vl：dの間に消耗されるマクロ液膜の液量[m3]である．なお，dおよびマクロ液

膜厚さlをこのモデルから予測すると，1 MW/m2の場合には，d =78 ms，l =37 mと算定

される．一方，HPP 装着時において，その上部に合体泡が滞留する間に多孔質体内の液が

消耗し尽くされる場合には，毛管限界でなく，多孔質体内部の液枯れ現象により，qCHF に

到達すると考えられる．多孔質体が保持できる最大液保持量を Vpとすると，その値は次式

のようになる． 

 

 
hwp AV   (3-5)   
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 したがって，合体気泡が離脱してから，d経った時の含水率 s は以下の式(3-6)のように

求められる．  

 

 

p

l

V
V

s 1  (3-6)   

 

 なお，Vlの算出方法は，式(3-1)をから得られたd,theoryを基にしたもの，または，高速度カ

メラから得られたd,expを基にしたものの 2通りがある． 

 

 
Fig. 3-6 qCHF状態における合体気泡がd滞留した後の多孔質体内部の含水率 s. 

 

Fig. 3-6 は，(a)MFM 及び(b)MFM+MPP の場合の qCHF状態における合体気泡がd滞留し

た後の多孔質体内部の含水率 s を示す．stheoryは，式(3-1)をから得られたd,theoryを基に算出
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したもの，sexpは，高速度カメラから得られたd,expを基に算出したものである．図より，stheory

及び sexpいずれも，(a)MFMの場合には，sはほぼ 0である（dは約 83 ms）．これは，合体

気泡の滞留中に多孔質体内部の液体が消耗し尽くした結果，qCHFが発生したと考えられる．

一方，(b)MFM+MPPの場合には，sは 0より明らかに大きく（dは約 90 ms），多孔質体内

部のドライアウトが qCHFの発生に関係していないと考えれられる．言い換えれば，MPPは

合体気泡の滞留中に MFM に供給するのに十分な量の液体を保持することで，qCHFは，多

孔質体内部のドライアウトではなく，毛管限界によって限界に到達したと考えられる． 

 以上をまとめると，HPP の板厚が減少するにつれて，多孔質体内部の液流の摩擦損失が

減少するが，HPP の板厚が薄すぎると，合体気泡の滞留中に多孔質体内部の液体が消耗し

尽くすために qCHFに到達する．したがって，Fig. 3-7に示すように，MFMのように細孔径

が小さく，板厚が薄い HPP上部に，MFMよりも透過係数が大きいMPPを，重ね合わせた

二層構造 HPPは，qCHFの大幅な向上が期待できる．言い換えれば，図中のような二層構造

HPP とすることで，毛管力は大きいが，液流の摩擦損失は小さく，多孔質体内部の液枯れ

も防ぐことが可能となり，qCHFの大幅な向上が期待できる．このように，今回の場合には，

MPPの液流の摩擦損失pl,2が MFMの液流の摩擦損失pl,1に対して無視できるほど小さい

ために，pl,1+pl,2がpl,1とほぼ等しいため，合体気泡の滞留中の液枯れを防ぐことのでき

た(b)MFM+MPPが(a)MFMのみの場合よりも qCHFが向上したと考えられる．この二層構造

による新たな冷却手法は，下向き伝熱面のプール沸騰冷却に特に効果的だと考えられる．

これは，下向き伝熱面の場合には合体気泡の滞留時間が非常に長くなるため，合体気泡が

qCHF向上に与える影響がより顕著に現れるからである[34]．ゆえに，二層構造 HPP による

冷却手法は IVRの成立に向けての qCHF向上手法として，非常に有用である．ただし，本章

においての qCHF向上の絶対値はこれまでの研究[31]での単層 HPPの結果とそれほど変わら

ない点には留意しなければならない．しかしながら，本章において，単層 HPP ではなく，

二層構造 HPPであれば，qCHF向上することが実験的に示された．したがって，2種類の HPP

を適切に組み合わせることで，qCHFを大幅に向上できる可能性がある． 
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Fig. 3-7 さらなる qCHFの向上が期待できる二層構造 HPP 

 

 
Fig. 3-8 導電性接着剤使用の有無によるMFM+MPPの沸騰曲線 

 

 さらに，本章では，HPPを伝熱面上に固定させる方法も qCHF向上においては，重要であ
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ることがわかった．Fig. 3-8 に，導電性接着剤使用の有無による MFM+MPP の沸騰曲線を

示す．図より，興味深いことに，(b)接着剤なしの場合の方が(a)接着剤ありと比べて，伝熱

面と HPPとの間の熱抵抗は大きいはずであるが，qCHFが向上している．また，理由は定か

でないが，(a)接着剤ありの場合の方が，(b)接着剤なしの場合と比して，熱伝達率は高い． 

 

 
Fig. 3-9 伝熱面近傍における HPP内部の気液の流れの模式化 

 

Fig. 3-9 は，(a)接着剤ありの場合と(b)接着剤なしの場合について，伝熱面近傍における

HPP内部の気液の流れを模式化したものである．さらに，図中の左側には，MFMと伝熱面

の表面粗さを測定した結果を示す．表面粗さは，レーザーフォーカス変位計（LT-8110, キ

ーエンス社製）を用いて測定し，MFM と伝熱面の算術平均表面粗さ Ra はそれぞれ，3.3 

m，5.7 mである．導電性接着剤を使用していない場合に，MFMはMPPとステンレス細

線を使用して，伝熱面に押し付けているだけなので，MFMは伝熱面と局所的に接触してい

る．したがって，接着剤のない場合には，伝熱面と MFM の間に表面粗さに応じた隙間領
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域が存在するため，伝熱面上で発生した蒸気の抜けやすく，伝熱面に液体が供給されやす

いと考えられる．一方，伝熱面と MFM の隙間領域が接着剤で充填されている場合には，

発生した蒸気はMFM直下の多孔質体内部（reff=0.4 m）を通過するため，多孔質体内部の

液流の摩擦損失が増加するために，qCHF は低下すると考えられる．以上の結果から，qCHF

向上には，伝熱面と HPPとの間の隙間領域の有無による発生した蒸気の抜けの良さも重要

であることが示唆された．  

 

3.5 結言 

 蒸気排出孔を持つメンブレンフィルターを伝熱面上に装着した場合の qCHF向上効果につ

いて実験的に検討した結果，以下の知見が得られた． 

（1） 板厚hが 150 m程度の薄い多孔質体の場合，合体泡の影響を受け，多孔質体内の

液枯れが生じ，毛管限界より低い値で qCHFに達することが考えられる． 

（2） 板厚hが 150m 程度の薄い多孔質体を装着する場合でも，その上に液保持用の多

孔質体を設置することで，合体泡滞留中に，多孔質体内の液が消耗し尽くすのを防

ぐことができる．結果として，qCHFを向上させることができる． 

（3） 伝熱面と HPP の隙間領域の存在により，発生した蒸気はこの隙間領域を通過する

ことが可能となり，伝熱面上への液体供給がしやすくなるため，qCHF向上の観点か

ら，この隙間領域は重要である． 
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第4章 下向き伝熱面での二層構造HPPによる飽和プール沸騰qCHF

の向上 

4.1 緒言 

第 1 章で述べたように，福島原子力発電所の事故を契機に，原子炉事故時の緊急冷却手

法として，IVRが提案されている．この手法では，Fig. 4-1に示すように，原子炉事故が起

きた際に，原子炉容器外部を水に浸漬させ，容器外部から沸騰冷却により，炉心溶融物を

原子炉容器内部に閉じ込める手法である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-1 IVR（In Vessel Retention）の概略図. 

 

この IVRを成立させるためには，（1）HPPを用いた際の qCHF向上機構の解明，（2）伝熱

面の大きさの影響，（3）伝熱面姿勢の影響，（4）自然循環流による流れ場での影響（入口

クオリティ及び質量流束の影響等），（5）水質の影響，（6）HPPの施工方法についての検討

が重要であり，本論文のこれまでの章では，特に，（1）の検討事項について，調査した結

果について報告した． 



64 
 

Suazlan et al. [34]-[35]は，これまでに，IVRでの実規模での成立を目的として，伝熱面の

大きさや伝熱面の姿勢が qCHF 向上に与える影響について実験的に検討した結果について，

報告している．伝熱面が下向きの場合，合体大気泡の滞留による影響により，裸面で特に

その影響が顕著であり，水平上向き伝熱面の場合と比して，qCHF が大幅に低下することが

わかっている[34]．これは，下向き伝熱面の場合に，伝熱面下で形成された合体大気泡が抜

けにくく，すなわち，伝熱面近傍で滞留しやすく，それが伝熱面への液体供給を阻害する

ことが qCHFの大幅な低下をもたらした原因であることを述べている．しかし，HPPとナノ

デポジット伝熱面の組み合わせにより，水平下向き伝熱面においても，qCHF の低下を防ぐ

ことができ，裸面の場合と比較して，qCHF を大幅に向上できることを実験的に示した．一

方，第 3章より，合体気泡滞留中の HPP内部の液枯れを防ぐためには，毛管力による液供

給と伝熱面近傍での液保持の効果を兼ね備えた二層構造HPPが有効であることが示唆され

た．そこで，本章では，下向き伝熱面において二層構造 HPPによる飽和プール沸騰 qCHF向

上について調査した結果を報告する． 

 

4.2 研究目的 

本章では，下向き伝熱面において二層構造 HPP による飽和プール沸騰 qCHF向上につい

て調査することを目的とする． 

 

4.3 実験装置および方法 

4.3.1 実験装置概要 

実験装置概略図を Fig. 4-2（a）に示す．伝熱面は銅ブロック体の端面からなり，#2000の

サンドペーパーにより研磨した伝熱面の直径は 30 mmである．銅ブロック底部に埋め込ん

だカートリッジヒーターにより加熱を行った．プール容器は，内径 87 mmのホウケイ酸ガ

ラス管と銅ブロックの端面，ステンレス製のフランジから構成され，沸騰様相の観察が可

能である．伝熱面の姿勢については，水平上向きを=0°とし，プール容器全体を 0°，90°，



65 
 

135°，180°に変化させて，実験した．Fig. 4-2（b）は，加熱部周辺の拡大図を示し，伝熱

面から下方へ 10 mm（TC1），15 mm（TC2），20 mm（TC3），25 mm（TC4）の中心軸上の

位置に，90 °間隔でずらしながら，1 mmの K型シース熱電対を挿入し，指示温度から

銅ブロック内部の温度分布の一次元性を確認した上で，外挿により伝熱面表面温度を，フ

ーリエ則から，伝熱面熱流束を計算した．伝熱面より発生した蒸気の抜け道として，ステ

ンレス製のフランジ上に蒸気排出流路を設置した．この蒸気排出流路はプール容器とその

上部に設置した貯水タンクと接続されており，伝熱面より発生した蒸気は，蒸気排出流路

を通して，貯水タンク内部に排出され，貯水タンク上部に設置したコンデンサーにより還

流さる．そして，還流液は，貯水タンクの底部に設置した液体供給流路より，プール容器

内部に戻される．試験液体は，蒸留水（共栄製薬株式会社製）を用い，プール容器および

貯水タンク内部の試験液体は予備ヒーターで加熱した．なお，伝熱面周囲に設置した K型

シース熱電対（TC5）により，試験液体が飽和温度に常に維持されていることを確認し，実

験を行った．実験中の沸騰様相は高速度カメラにより撮影を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-2 下向き伝熱面での飽和プール沸騰実験装置概略図. 
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4.3.2 実験方法 

予備ヒーターにより，バルク液が飽和温度に保たれた後に，加熱状態を維持し，30分か

ら 1 時間脱気させた後に，実験を開始した．実験開始後は，カートリッジヒーターに所定

の電圧を印加することで加熱し，TC1および TC2の指示温度の値の変化が，10分間で 0.25 

K 以下に維持される場合に定常状態に達しているとして，銅ブロック内部に挿入した各熱

電対の指示値を測定した．以上の操作を，定常状態が維持できなくなり，銅ブロック体内

部の温度が急上昇を開始して，TC1の温度が 200 ℃を超過するまで繰り返し行った．銅ブ

ロック体内部の温度が急上昇を開始して，TC1の温度が 200 ℃を超過した際は，直ちに加

熱を中止して，その直前の加熱条件下で測定した伝熱面熱流束を qCHFと定義した．  

 

4.3.3 ハニカム多孔質体 

 Fig. 4-3は，本章で用いた二層構造 HPPを示す．図中の（a）は株式会社長峰製作所製の

NAハニカム（NHPP），（b）は太盛工業株式会社製の金属多孔質体（MHPP）である．なお，

本章では NHPPの上部にMHPPを設置したものを二層構造 HPPとし，NHPPは毛管力によ

る液供給部として，MHPP は合体気泡滞留中の液保持部として使用している．それぞれの

HPPを構成する主成分は，NHPPについては，CaO・Al2O3（30-50wt%），SiO2（40-60wt%），

TiO2（5-20wt%）からなり，MHPPについては，SUS316Lからなる．Table 4-1は，二層構造

HPPの物性値および幾何寸法についてまとめる．表中の記号は，それぞれ reff：有効細孔半

径，K：透過係数，：空隙率，dg：セル幅，s：壁厚，h：板厚，：開口率である．伝熱面

上への固定は，直径 0.3 mmのステンレス製のワイヤーにより固定した． 
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Fig. 4-3 本実験で使用した HPP. 

 

Table 4-1 本実験で使用した HPPの各種物性と幾何形状. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NA honeycomb
(NHPP)

Metal porous plate
(MHPP)

r eff [μm] 1.8 3.4

K ×1014 [m2] 2.4 10
 [-] 0.25 0.50

d g  [mm] 1.3 1.3
 s  [mm] 0.5 0.5
δ h [mm] 0.50 1.4
  [-] 0.52 0.52
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4.2 実験結果および考察 

Fig. 4-4は，裸面およびに二層構造 HPPにおける伝熱面姿勢に対する qCHF の実測値を示

す．縦軸は限界熱流束 qCHF，横軸は傾斜角度を示す．なお，伝熱面姿勢については前述し

ように，水平上向き面を傾斜角度=0°と定義し，=0°，90°，135°，180°にそれぞれ

変化させて実験した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4-4 下向き伝熱面における飽和プール沸騰実験結果. 

 

Fig. 4-4 中において，○は裸面の場合の実測値，△は二層構造 HPP の場合の実測値をそ

れぞれ示す．まず，裸面の場合について，=0°，90°，135°180°の時，qCHFはそれぞれ

1.2 MW/m2，1.1 MW/m2，1.1 MW/m2，0.41 MW/m2である．=0~135°の範囲では，傾斜角

度の増大に伴う qCHFの減少率は水平上向き伝熱面（=0°）の場合と比較して，10%程度に

収まり，傾斜角度の増大による qCHFの低下はあまり見られない．一方，水平下向き伝熱面

（=180°）の場合では，qCHFは 60%以上減少し，=0~135°の範囲での qCHFの減少率と比

較して，非常に大きいことがわかる．ここで，合体気泡の滞留時間に着目して，高速度カ
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メラでの撮影結果から，その滞留時間を測定すると，傾斜角度の増大に伴い，合体気泡の

滞留時間が増大することが確認された．なお，合体気泡の滞留時間は，合体気泡が伝熱面

上から離脱した時から，次に合体気泡が伝熱面上から離脱するまでの時間と定義し，高速

度カメラでの撮影結果から測定を行った．水平下向き伝熱面（=180°）の場合には，qCHF

付近で，常に蒸気膜に覆われている様相が観察されたため，高速度カメラで合体気泡の離

脱を判別することが難しく，qCHF での合体気泡滞留時間を測定することは困難であった．

以上の観察結果から，=180°の場合では，=0~135°の範囲の場合と比して，伝熱面上に

形成された合体気泡により，伝熱面への液体供給が阻害される影響は大きいために，qCHF

が急激に低下したと考えられる．一方，二層構造 HPPを用いた際には，傾斜角度が=0°，

90°，135°180°の場合の qCHFは，それぞれ 2.5 MW/m2，2.1 MW/m2，1.8 MW/m2，1.4 MW/m2

であった．二層構造 HPPの場合にも裸面の場合と同様に，傾斜角度の増加に伴い，qCHFは

減少する傾向を示した．しかし，二層構造 HPP 装着時には=180°の場合でも，裸面の時

のような急激な qCHFの減少は確認されなかった．また，今回実験を行った全ての伝熱面姿

勢において，二層構造 HPPの実測値は，裸面の場合と比較して，qCHFが 1.6倍以上に向上

した．さらに，伝熱面姿勢が同じ場合の実測値について，裸面に対する二層構造 HPPの qCHF

促進率を比較すると，合体気泡の滞留による影響がより顕著に現れる=180°の場合にその

値は最大で，3 倍以上に向上し，下向き伝熱面下で qCHFを向上するためには，合体気泡滞

留中での伝熱面近傍の液体保持が重要であることが示唆された点は非常に興味深い．以上

のように，下向き伝熱面において，合体気泡が qCHFに与える影響は水平上向き面と比較し

て大きく，その影響は傾斜角度の増大に伴い大きくなるが，その影響の低減には，二層構

造 HPPを用いることが有効な手段として示唆された．  

 

4.3 結言 

下向き伝熱面での二層構造HPPによる飽和プール沸騰限界熱流束向上に与える影響につ

いて調査した結果，得られた知見は以下の通りである． 
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（1） 下向き伝熱面では，合体気泡の滞留による影響から，裸面の場合と二層構造 HPPの

場合の両方とも，程度の差はあるが，傾斜角度の増大に伴い，qCHF が減少する傾向

にある．この合体気泡の滞留による影響は，特に，裸面の場合に顕著に現れ，下向

き伝熱面下で qCHFを向上するためには，合体気泡滞留中での伝熱面近傍の液体保持

が重要である． 

（2） 本報で検討した全ての伝熱面姿勢において，二層構造 HPPの実測値は，裸面の場合

と比較して，qCHFが 1.6倍以上に向上した．さらに，伝熱面姿勢が同じ場合の実測値

について，裸面に対する二層構造 HPPの qCHF促進率を比較すると，合体気泡の滞留

による影響がより顕著に現れる=180°の場合にその値は最大で，3倍以上に向上し

た．以上のように，下向き伝熱面下においても，二層構造 HPPを用いた手法が合体

気泡滞留中の影響の低減に有効な手段であることが示唆された．  
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第5章  結論 

 本研究は，近年の電子機器の高集積化に伴う高発熱密度化，大電力を消費する電子素子

の冷却，原子炉事故時の緊急冷却など，要求される除熱流束は増大し，将来的には 10 MW/m2

級の超高熱流束除熱を実現する冷却技術が必要となることが想定されている．その需要に

対応するために必要となる qCHF向上手法の開発を目標に行なっている．特に，福島原子力

発電所の事故を契機として，過酷事故回避技術の高度化するための冷却手法を開発するた

めに実施している． 

第 1章では，この研究の背景を概説し，プール沸騰 qCHF向上手法に関する既往の研究に

ついてまとめた．特に，HPP を用いた手法は，これまでの研究について，本研究との違い

を明確化し，本研究の目的について説明した．本章で得られた知見は以下の通りである． 

（1） 既往の研究成果について調査した結果，プール沸騰の qCHFが向上するメカニズムと

して，（1）毛管力による液供給，（2）伝熱面積拡大効果（フィン効果），（3）流体力

学的不安定現象，（4）伝熱面の濡れ性などが関連していると考えられる． 

（2） これまでの本研究の成果を調査した結果，HPPを用いた際の qCHF向上には，（1）毛

管力による液供給，（2）セル内部に直接流入する液供給，（3）セルからの蒸気排出，

（4）伝熱面の濡れ性等が重要であり，HPP 装着時には，それらの複合効果により， 

qCHFが向上することが実験的に示された．しかし，各素過程がどの程度 qCHF向上に

寄与するかについてはよくわかっていない．そこで，本論文では，試験流体は水の

みとして，シンプルな条件下における，（1）と（2）の素過程の qCHF向上効果につい

て詳細に把握することを目的とすべきであることが明らかとなった． 

 

第 2章では，HPP装着時の qCHF向上に寄与する 2つの液供給効果について報告した．具

体的には，（1）毛管力による伝熱面上への液供給と（2）蒸気排出孔に直接流入する液供給

の各素過程が qCHF向上に与える影響について，各素過程を分離した要素実験の結果につい

て説明した．また，各素過程での実験結果，（1）と（2）の効果が複合した通常のプール沸
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騰実験結果の実測値について，毛管限界モデルの予測値と比較検討し，モデルの妥当性に

ついての検討結果を報告した．本章で得られた知見は以下の通りである． 

（1） 毛管抽出実験の結果を毛管限界モデルにより，非常によく説明することができる．

さらに，毛管限界モデルで仮定したように，qCHF 到達以前では，多孔質体内部は完

全に含水状態で，qCHF 到達時に多孔質体内部に伝熱面近傍から乾燥領域が急激に広

がることで，伝熱面温度の急上昇が生じると示唆された． 

（2） プール沸騰実験下での qCHFは，毛管抽出実験の場合の実測値や毛管限界モデルによ

る試算結果と同様に，HPPの板厚hが薄くなるにつれて増大する傾向がある． 

（3） 高熱流束域における，プール沸騰 qCHF向上において，向上要因としては毛管効果が

支配的であり，特に，板厚h < 1.6 mm（qCHF>3.5 MW/m2）においてはセルへの液供

給効果の寄与はなくなり，液供給は毛管力のみによってなされ，qCHFを 3.5 MW/m2

以上に向上させるためには，毛管力による液供給が重要である． 

 

第 3章では，詳細な沸騰様相の観察から，新たに qCHF到達の律速要因として示唆された

HPP上部形成される合体大気泡が qCHF向上に与える影響について検討した結果について報

告した．毛管限界モデルを基に，従来の NAHPPよりも qCHF向上が期待されるメンブレン

フィルター（膜厚 150 m）を用いて実験的に検討結果と沸騰様相の観察結果について説明

した．その結果，qCHF向上に有効な手法として，二層構造 HPPによる手法について報告し

た．本章で得られた知見は以下の通りである． 

（1） 板厚hが 100 m程度の薄い多孔質体の場合，合体泡の影響を受け，多孔質体内の

液枯れが生じ，毛管限界より低い値で qCHFに達することが考えられる． 

（2） 板厚hが 100m 程度の薄い多孔質体を装着する場合でも，その上に液保持用の多

孔質体を設置することで，合体泡滞留中に，多孔質体内の液が消耗し尽くすのを防

ぐことができる．結果として，qCHFを向上させることができる． 
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（3） 伝熱面と HPP の隙間領域の存在により，発生した蒸気はこの隙間領域を通過する

ことが可能となり，伝熱面上への液体供給がしやすくなるため，qCHF向上の観点か

ら，この隙間領域は重要である． 

 

 第 4章では，二層構造 HPPを装着した際の伝熱面姿勢が飽和プール沸騰限界熱流束向上

に与える影響について調査した結果について報告した．特に，下向き伝熱面での実験結果

について説明した．本章で得られた知見は以下の通りである． 

（1） 下向き伝熱面では，合体気泡の滞留による影響から，裸面の場合と二層構造 HPPの

場合の両方とも，程度の差はあるが，傾斜角度の増大に伴い，qCHFが減少する傾向

にある．この合体気泡の滞留による影響は，特に，裸面の場合に顕著に現れ，下向

き伝熱面下で qCHF を向上するためには，合体気泡滞留中での伝熱面近傍の液体保

持が重要である． 

（2） 本報で検討した全ての伝熱面姿勢において，二層構造 HPP の実測値は，裸面の場

合と比較して，qCHFが 1.6倍以上に向上した．さらに，伝熱面姿勢が同じ場合の実

測値について，裸面に対する二層構造 HPPの qCHF促進率を比較すると，合体気泡

の滞留による影響がより顕著に現れる=180°の場合にその値は最大で，3 倍以上

に向上した．以上のように，下向き伝熱面下においても，二層構造 HPP を用いた

手法が合体気泡滞留中の影響の低減に有効な手段であることが示唆された． 

 

以上より，本研究で得られた成果をまとめると，大きくは 2つにまとめられる． 
 

(1) HPPの最適な幾何形状，および，細孔構造に関する知見を得る上で，密接な関わり

をもつ（1）毛管力による液体供給と（2）セル内に流入する液体供給を詳細に把握

することを目的と HPPを用いた冷却手法について，qCHF向上する上で，最適な HPP

の幾何形状を与えるためのモデルを構築したことである． 
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(2) HPP を二層構造化することがさらなる qCHF向上する際の鍵となることを示唆する

結果を得たことにある．これまでの研究からは，毛管力による液供給限界の観点か

ら，HPPの板厚を薄くすることが有効である結果が示されてきた．しかし，HPPの

板厚を薄くしすぎると合体気泡の滞留中に多孔質体内部に液枯れが発生するとい

う，毛管限界とは別の律速要因を新たに発見し，そのように板厚の薄い HPPでも，

上部に液保持用の透過係数の大きい（多孔質体内部の液流の摩擦損失が小さい）別

の HPPを重ねて設置することで，液枯れを防ぐことを実現した． 

 

以上が本論文で得られた成果であるが，現段階では qCHF向上は，約 2 MW/m2に留まって

おり，本論文で得られた成果をベースに，今後はさらなる qCHF向上を実現することが課題

である．二層構造 HPPの最適な細孔構造や幾何形状について，現時点ではよくわかってい

ない．また，HPP装着時の伝熱面の濡れ性と qCHFの関係については，詳細には整理できて

おらず，qCHF 向上に寄与する各素過程を包括した理論モデルの構築には至っていない．今

後，さらなる qCHF向上を目指すためには，二層構造 HPP内部の最適な細孔構造（細孔径，

空隙率，動的濡れ速度，細孔の配向性，材質の組み合わせなど）と幾何形状（壁厚，蒸気

排出孔径，構造体高さ），伝熱面の濡れ性が qCHF 向上に与える影響をさらに明らかにすべ

きである．  
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記号表 

HA  area of heated surface 

g acceleration of gravity 

fgh  latent heat of vaporization 

K  permeability 

jN  number of escaping vapor jets on a heater of area 

q heat flux 

CHFq  critical heat flux 

hCHFq ,  prediction of the CHF proposed by Liter and Kaviany 

zCHFq ,  Zuber’s prediction for the CHF of the plain surface 

effr  effective pore radius 

s liquid saturation 

stheory theoretical liquid saturation 

sexp experimental liquid saturation 

T1 temperature at TC1 

T2 temperature at TC2 

v1 volumetric growth rate of the bubble 

Vl liquid volume evaporated during the bubble hovering period 

Vp maximum volume of water contained in a porous medium 

ギリシャ文字 

𝛿ℎ height of the honeycomb porous plate 

δ1  distance between TC1 and TC2 

δ2 distance between TC1 and the boiling surface 

ap  accelerational pressure drop caused by a phase change from liquid to vapor 
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max,cp  maximum capillary pressure 

lp  frictional pressure drops caused by liquid flow in the porous medium 

1,lp  frictional pressure drops caused by liquid flow in the MFM 

2,lp  frictional pressure drops caused by liquid flow in the MPP 

gp  frictional pressure drops caused by vapor flow through the channels 

satT  superheat 

𝜀 porosity of a honeycomb porous plate 

 aperture ratio 

𝜌 density 

  thermal conductivity 

d  most susceptible Taylor unstable wavelength in a horizontal liquid-vapor interface 

m  modulation wavelength 

  surface tension between a liquid and its vapor 

d  bubble hovering period over the heated surface 

theoryd ,  bubble hovering period over the heated surface is obtained using the theory of 

Davidson 

exp,d  bubble hovering period measured by a high-speed camera 

  volumetric ratio of the accompanying liquid to the moving bubble 

下付き文字 

g gas 

l liquid 
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